
 地⽅の役割を踏まえた⼀般財源総額の確保
 ⼈づくり⾰命、社会保障制度改⾰、地域社会の持続可能性の確保、

地⽅創⽣、防災・減災対策、会計年度任⽤職員制度の導⼊ 等の喫
緊の課題に対し、必要な歳出を適切に地財計画に計上し、その財源
を確実に確保すべき

 次世代型⾏政サービスの推進︓マイナンバーカードの普及や利活⽤を積極的に推進するとともに、AIの活⽤等による業務効率化を進める必要
 公共施設等の適正管理 ︓個別施設計画の早期策定を促すとともに、複数団体の連携による取組も推進すべき
 公営企業等の経営改⾰ ︓経営戦略に基づく経営改⾰や公営企業会計の適⽤拡⼤等による「⾒える化」を推進すべき

 防災インフラの整備の推進
 河川氾濫等を未然に防ぐための河川等の浚渫に集中的に取り組むため、

地⽅債の特例措置を検討するとともに、必要な事業費を確保すべき
 技術職員の確保と派遣体制の整備
 技術職員の充実・確保や、⼤規模災害からの復旧・復興を円滑に進め

るための地⽅⾃治体職員の中⻑期派遣体制の整備に取り組む必要

 新たな偏在是正措置により⽣じる財源の活⽤
 地⽅法⼈課税の偏在是正により⽣じる財源を活⽤して、地⽅⾃治体

が持続可能な地域社会の実現に向けた幅広い施策に⾃主的・主体
的に取り組むための歳出を地財計画に計上すべき

 交付税の算定に当たっては、地域社会の持続可能性への懸念が増
⼤しつつある地⽅⾃治体に配慮すべき

 地⽅交付税
 まち・ひと・しごと創⽣事業費の⾏⾰算定について、喫緊の⾏政需要の

変化に合わせた算定指標を⽤いることを検討すべき

地⽅⼀般財源総額の確保等

地⽅財政の健全化に資する取組等

令和元年12⽉13⽇
地 ⽅ 財 政 審 議 会今後⽬指すべき地⽅財政の姿と令和2年度の地⽅財政への対応についての意⾒（概要）

どのような地域であっても、どの時代に
⽣まれても、住⺠に安⼼と安全、幸せを
もたらし、活⼒溢れる持続可能な地域

令和２年度の地⽅財政への対応

 まち・ひと・しごと創⽣の推進
 まち・ひと・しごと創⽣のための財源を引き続き適切に確保すべき

 ICTインフラの整備と情報通信技術の活⽤
 条件不利地域におけるICTインフラ整備や先端的な情報通信技術の

導⼊を推進し、地域課題の解決につなげていくべき

防災・減災対策の推進 地域経済の再⽣

⽬指すべき地域の姿 ⽬指すべき地⽅財政の姿
持続可能な地⽅税財政基盤の構築
・⼀般財源総額の確保 ・偏在性が⼩さく税収が安定的な地⽅税体系 ・地⽅交付税の機能の適切な発揮
地⽅財政の健全化 臨時財政対策債の発⾏額を縮⼩し、残⾼の圧縮に取り組む必要

社会保障制度改⾰  「地域医療確保に関する国と地⽅の協議の場」が開催されており、地域の実情を踏まえ、持続可能な地域医療体制の
確保に向けた取組を進める必要

※

※ H29法改正により会計年度任⽤職員制度が来年度から施⾏され、任⽤根拠の
明確化・適正化とともに、処遇の適正化が図られることとなった。このため、期末⼿
当をはじめとする適切な給与等を⽀給するために必要となる歳出計上が必要


